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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

（注）１．第24期連結会計年度は、連結財務諸表の作成初年度であり、連結子会社株式のみなし取得日が第24期連結会計

年度の期末日であるため、連結貸借対照表のみを作成し、連結損益計算書及び、連結キャッシュ・フロー計算

書については作成しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．第25期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

回次 第24期中 第25期中 第26期中 第24期 第25期 

会計期間 

自平成17年 
３月１日 

至平成17年 
８月31日 

自平成18年 
３月１日 

至平成18年 
８月31日 

自平成19年 
３月１日 

至平成19年 
８月31日 

自平成17年 
３月１日 

至平成18年 
２月28日 

自平成18年 
３月１日 

至平成19年 
２月28日 

売上高（百万円） － 108,584 119,192 － 217,229 

経常利益（百万円） － 4,987 6,730 － 10,090 

中間（当期）純利益（百万円） － 2,018 3,646 － 4,000 

純資産額（百万円） － 59,122 63,357 49,752 61,132 

総資産額（百万円） － 101,249 111,197 97,033 101,258 

１株当たり純資産額（円） － 861.95 1,000.56 1,663.99 891.0 

１株当たり中間（当期）純利益金

額（円） 
－ 33.77 57.58 － 66.91 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） － 50.9 57.0 51.3 52.6 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
－ 7,764 9,843 － 8,760 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
－ △12,340 △1,787 － △14,517 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
－ △5,334 △580 － △5,666 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
－ 21,183 27,143 － 19,681 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）（人） 

－ 

(－) 

2,519 

(3,504) 

2,710 

(3,862) 

2,316 

(3,279) 

2,463 

(3,352) 



(2）提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第25期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。

３．下記のとおり新株式の発行を行っております。 

   平成18年２月８日 有償一般募集         3,750,000株 

   平成18年３月１日 株式分割           29,894,000株 

   平成19年３月１日 株式交換に伴う新株式の発行  3,542,838株  

４．第25期の１株当たり配当額は創業30周年記念配当４円を含んでおります。 

５．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

６．第25期中より連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資

活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の中間期末残高

は記載しておりません。 

回次 第24期中 第25期中 第26期中 第24期 第25期 

会計期間 

自平成17年 
３月１日 

至平成17年 
８月31日 

自平成18年 
３月１日 

至平成18年 
８月31日 

自平成19年 
３月１日 

至平成19年 
８月31日 

自平成17年 
３月１日 

至平成18年 
２月28日 

自平成18年 
３月１日 

至平成19年 
２月28日 

売上高（百万円） 61,152 70,996 82,281 122,928 144,999 

経常利益（百万円） 3,524 3,728 5,198 6,549 7,946 

中間（当期）純利益（百万円） 2,023 1,857 2,933 3,744 3,752 

資本金（百万円） 3,588 15,434 15,434 15,434 15,434 

発行済株式総数（株） 26,144,000 59,788,000 63,330,838 29,894,000 59,788,000 

純資産額（百万円） 24,368 51,353 62,396 49,746 53,011 

総資産額（百万円） 51,793 81,660 97,825 80,864 83,440 

１株当たり純資産額（円） 932.09 858.93 985.38 1,663.78 886.67 

１株当たり中間（当期）純利益金

額（円） 
77.41 31.06 46.32 141.68 62.77 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） 6.00 4.00 4.00 14.00 12.00 

自己資本比率（％） 47.0 62.9 63.8 61.5 63.5 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
3,429 － － 3,618 － 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
△2,174 － － △13,118 － 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
4,843 － － 33,240 － 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
12,152 － － 29,795 － 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）（人） 

1,620 

(2,143) 

1,797 

(2,300) 

2,020 

(2,700) 

1,646 

(2,157) 

1,777 

(2,239) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、（  ）内に臨時雇用者数（パートタイマー及びアルバイト（１日８時間換

算））は当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

(2)提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、（ ）内に臨時雇用者数（パートタイマー及びアルバイト（１日８時間換算））を

外数で記載しております。 

(3）労働組合の状況 

労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成19年８月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

ドラッグストア事業 2,017  （2,700） 

ディスカウントストア事業 690  （1,162） 

全社（共通） 3  （  －） 

合計 2,710  （3,862） 

  平成19年８月31日現在

従業員数（人）  2,020（2,700） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、企業収益が高水準で推移する中、設備投資の拡大や雇用情勢の改

善により、景気は回復基調で推移いたしました。 

 個人消費においては、金利上昇への懸念や定率減税の廃止等により、先行き不透明な状況が続きました。 

このような状況の中、当社グループは引き続き積極的な店舗展開を実施し、グループ合計で新規出店 21店舗、

退店 12店舗を実施し、当中間連結会計期末の総店舗数は 519店舗となりました。 

なお、平成19年３月１日を効力発生日として、株式会社ジャパン（以下、ジャパン）を当社（株式会社 スギ薬

局）の完全子会社とする株式交換を実施しました。これにより、当社が保有するジャパン普通株式の比率が前年同

期の 50.1％から 100.0％となり、当中間連結会計期間においては、ジャパンの中間純利益に対する当社の持分割

合が100.0％となっております。 

この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高 119,192百万円（前年同期比 9.8%増、10,608百万円増）、営

業利益 6,133百万円（同 33.6%増、1,543百万円増）、経常利益 6,730百万円（同 35.0%増、1,743百万円増）、及

び中間純利益 3,646百万円（同 80.6%増、1,627百万円増）となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① ドラッグストア事業は、当社のみで構成されております。 

 当中間連結会計期間においては、引き続き積極的な店舗展開を実施し、関東エリアに７店舗、中部エリアに６

店舗、関西エリアに７店舗、合計 20店舗を新規に出店し、10店舗を退店しました。その結果、当中間期末の店

舗数は 378店舗となりました。 

 また、当中間連結会計期間の売上高は、前述の積極的な店舗展開に加えて、既存店の売上高が前年同期

比 106.6％と予想を上回って推移した結果、82,281百万円（同 15.9％増、11,284百万円増）となりました。 

売上総利益率は、調剤、ヘルスケア及びビューティケアの売上総利益率が改善したことにより、前年同期

の 27.4％から 27.7％へ 0.3 ポイント改善しました。 

 売上高販管費比率は、販売費等のコスト削減に努めた結果、前年同期の22.3％から 21.9％へ 0.4 ポイント改

善しました。 

この結果、ドラッグストア事業の営業利益は 4,794百万円（同 33.1％増、1,191百万円増）となり、営業利益

率は前年同期の 5.1％から 5.8％へ 0.7ポイント改善しました。 

② ディスカウントストア事業は、ジャパンのみで構成されております。 

 当中間連結会計期間においては、ディスカウントストアに医薬品、健康食品、化粧品等の品揃えを強化し収益

改善を目指す方針の下、１店舗を新規出店し、２店舗を退店いたしました。その結果、当中間期末の店舗数

は 141店舗となりました。 

また、当中間連結会計期間の売上高は、既存店の売上高が前年同期比 100.1％と堅調に推移したものの、退店

等の影響により 36,851百万円（同 1.9％減、703百万円減）となりました。 

売上総利益率は、品揃えの見直しや値入率の向上等により前年同期の 19.9％から 20.0％へ 0.1 ポイント改

善しました。 

  売上高販管費比率は、コストコントロールに努めた結果、前年同期の 16.9％から 16.5％へ0.4 ポイント改善

しました。 

この結果、ディスカウントストア事業の営業利益は 1,293百万円（同 14.4％増、162百万円増）となり、営業

利益率は前年同期の 3.0％から 3.5％へ 0.5ポイント改善しました。 



(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、法人税等の支払及び有形固定資

産の取得による支出等の要因により一部減少したものの、仕入債務の増加及び税金等調整前中間純利益が、6,560

百万円（前年同期比51.0％増）と大きく増加したこと等により、前中間連結会計期間末に比べ5,960百万円増加

し、当中間連結会計期間末には27,143百万円（同28.1％増）となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は9,843百万円（同26.8％増）となりました。 

これは主に、法人税等の支払額が2,585百万円あったものの、税金等調整前中間純利益が6,560百万円計上された

こと及び仕入債務の増加額が5,963百万円あったこと等によります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は1,787百万円（同85.5％減）となりました。 

これは主に、新規出店に伴う有形固定資産の取得による支出が1,137百万円、差入保証金による支出が315百万円

あったこと等によります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は580百万円（同89.1％減）となりました。 

これは主に、配当金の支払額が544百万円あったこと等によります。 



２【仕入実績及び販売の状況】 

(1）商品仕入実績 

当社グループは生産を行っておりませんので、生産実績に代えて商品仕入実績を記載しております。 

当中間連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ２．セグメント間の取引については相殺消去前の金額を記載しております。 

(2）販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２．セグメント間の取引については相殺消去前の金額を記載しております。 

３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前年同期比（％） 

ドラッグストア事業（百万円） 60,341 112.6 

ディスカウントストア事業（百万円） 29,407 98.1 

合計 89,749 107.4 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前年同期比（％） 

ドラッグストア事業（百万円） 82,281 115.9 

ディスカウントストア事業（百万円） 36,851 98.1 

合計 119,132 109.7 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、改装及び除却等について、重要

な変更はありません。 

(2）当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画していた設備計画等のうち、完了したものは次のとおり

であります。 

［ドラッグストア事業］ 

愛知県（３店舗） 

〔名古屋市外〕 

西岩田店（平成19年４月）、桜井店（平成19年４月）、黒笹店（平成19年６月）  

  

三重県（２店舗） 

伊勢宮後店（平成19年７月）、神田久志本店（平成19年８月） 

岐阜県（１店舗） 

浅草店（平成19年４月） 

大阪府（３店舗） 

総持寺店（平成19年５月）、和泉府中店（平成19年７月）、岸和田北店（平成19年７月） 

  

兵庫県（４店舗） 

本多聞店（平成19年３月）、姫路飾磨店（平成19年３月）、尼崎潮江店（平成19年３月）、 

須磨北店（平成19年５月） 

東京都（１店舗） 

福生店（平成19年６月） 

埼玉県（３店舗） 

上青木店（平成19年５月）、蕨店（平成19月７月）、上里店（平成19年８月） 

    千葉県（１店舗） 

     鎌取店（平成19年６月） 

  

茨城県（１店舗） 

龍ヶ崎店（平成19年３月） 

  

群馬県（１店舗） 

太田小舞木店（平成19年３月） 

  

［ディスカウントストア事業］ 

滋賀県（１店舗） 

真野店（平成19年４月） 

(3）新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 200,000,000 

計 200,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数 

（株） 
（平成19年８月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年11月22日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 63,330,838 63,330,838 

東京証券取引所 

名古屋証券取引所 

（各市場第一部） 

－ 

計 63,330,838 63,330,838 － － 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  （注）株式会社ジャパンとの株式交換による増加であります。 

  

(5）【大株主の状況】 

 （注） 前事業年度末現在主要株主であった株式会社スギ商事は、当中間期末では主要株主ではなくなりました。 

年月日 
発行済株式
総数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成19年３月１日 3,542,838 63,330,838 － 15,434 6,954 24,632 

  （平成19年８月31日現在）

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

杉浦 広一 愛知県西尾市 8,112 12.80 

イオン株式会社 千葉県千葉市美浜区中瀬１丁目５番地１ 6,566 10.36 

杉浦 昭子 愛知県西尾市 6,560 10.35 

株式会社スギ商事 愛知県安城市三河安城町１丁目８番４ 6,000 9.47 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社(信託口) 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,966 4.68 

杉浦 克典 愛知県刈谷市 2,592 4.09 

杉浦 伸哉 愛知県刈谷市 2,592 4.09 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,668 2.63 

野村信託銀行株式会社(投信

口) 
東京都千代田区大手町２丁目２番２号 1,374 2.17 

株式会社ツルハ 
北海道札幌市東区北二十四条東20丁目１番

21号 
1,272 2.00 

計           － 39,702 62.69 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が700株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数７個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

（注） 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

  前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役職の異動は次のとおりでありま

す。 

  

  （平成19年８月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    8,700 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 63,205,900 632,059 － 

単元未満株式 普通株式     116,238 － 
１単元（100株）未

満の株式 

発行済株式総数 63,330,838 － － 

総株主の議決権 － 632,059 － 

  （平成19年８月31日現在）

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社スギ薬局 
 愛知県安城市三河安

城町一丁目８番地４ 
8,700 － 8,700 0.01 

計 － 8,700 － 8,700 0.01 

月別 平成19年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

高（円） 2,390 2,410 2,675 2,830 2,825 2,960 

低（円） 2,060 2,170 2,255 2,550 2,620 2,560 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 経営管理室長 常務取締役 管理本部長 金井 哲治 平成19年6月1日 

取締役 
管理本部長兼事業

戦略室長 
取締役 

事業戦略室長兼総

務部長 
山口 博久  同上 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

（1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

（2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日ま

で）の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）の中間財務諸表につい

て、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年３月１日から平成19

年８月31日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）の中間財務

諸表について、監査法人トーマツによる中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金     32,553 38,143   30,922 

２．売掛金     2,674 3,253   2,709 

３．たな卸資産     24,596 26,333   25,552 

４．その他     4,863 5,487   4,448 

流動資産合計     64,687 63.9 73,218 65.8   63,633 62.8

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1）建物及び構築物   14,442   14,606 14,548   

(2）土地   5,965   6,060 5,965   

(3）その他   1,523 21,932 1,537 22,203 1,598 22,113 

２．無形固定資産           

(1）連結調整勘定   1,774   － 1,577   

(2）のれん    －   1,380 －   

(3）その他   1,730 3,504 1,833 3,213 1,751 3,329 

３．投資その他の資産           

(1）差入保証金   8,732   9,713 9,523   

(2）その他   2,507   2,975 2,800   

投資損失引当金   △43   △45 △44   

貸倒引当金   △72 11,125 △82 12,561 △96 12,182 

固定資産合計     36,561 36.1 37,979 34.2   37,625 37.2

資産合計     101,249 100.0 111,197 100.0   101,258 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金     26,848 29,095   23,130 

２．１年内返済予定長
期借入金 

    － 5,000   2,000 

３．賞与引当金     171 379   161 

４．その他     8,086 10,402   9,733 

流動負債合計     35,106 34.7 44,877 40.3   35,025 34.6

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金     5,000 －   3,000 

２．退職給付引当金     783 976   871 

３．役員退職慰労引当
金 

    586 632   611 

４．負ののれん      － 736   － 

５．その他     650 617   617 

固定負債合計     7,021 6.9 2,962 2.7   5,101 5.0

負債合計     42,127 41.6 47,840 43.0   40,126 39.6

            

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金     15,434 15.2 15,434 13.9   15,434 15.2

２．資本剰余金     17,677 17.5 24,632 22.2   17,677 17.5

３．利益剰余金     18,379 18.2 23,289 20.9   20,121 19.9

４．自己株式     △0 △0.0 △20 △0.0   △0 △0.0

株主資本合計     51,491 50.9 63,336 57.0   53,233 52.6

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金 

    21 0.0 19 0.0   21 0.0

２．繰延ヘッジ損益     21 0.0 1 0.0   16 0.0

評価・換算差額等合
計 

    43 0.0 21 0.0   37 0.0

Ⅲ 少数株主持分     7,588 7.5 － －   7,861 7.8

純資産合計     59,122 58.4 63,357 57.0   61,132 60.4

負債純資産合計     101,249 100.0 111,197 100.0   101,258 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     108,584 100.0   119,192 100.0   217,229 100.0 

Ⅱ 売上原価     81,655 75.2   88,955 74.6   162,478 74.8 

売上総利益     26,928 24.8   30,237 25.4   54,751 25.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   22,337 20.6   24,104 20.3   45,500 20.9 

営業利益     4,590 4.2   6,133 5.1   9,250 4.3 

Ⅳ 営業外収益                     

１．受取利息   38     94     110     

２．受取手数料   231     254     457     

３．広告宣伝用器具受
贈益 

  132     109     308     

４．賃貸料収入   330     362     681     

５．負ののれん償却額   －     81     －     

６．その他   73 807 0.8 88 991 0.8 147 1,705 0.8 

Ⅴ 営業外費用                     

１．支払利息   11     11     22     

２．賃貸原価   213     299     467     

３．リース解約損   123     16     216     

４．店舗開発費用   47     42     82     

５．その他   13 410 0.4 23 393 0.3 77 865 0.4 

経常利益     4,987 4.6   6,730 5.6   10,090 4.6 

Ⅵ 特別利益                     

１．固定資産売却益 ※２ 12     0     12     

２．デリバティブ解約
益   

  －     75     72     

３．貸倒引当金戻入益    － 12 0.0 14 89 0.1 － 85 0.0 

Ⅶ 特別損失                     

 １．過年度損益修正損 ※３ －     －     635     

２．固定資産売却損 ※４ 6     －     6     

３．固定資産除却損 ※５ 83     55     164     

４．減損損失 ※６ 498     151     667     

５．店舗賃借解約損    －     26     －     

６．その他   66 654 0.6 27 259 0.2 68 1,541 0.7 

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    4,344 4.0   6,560 5.5   8,634 4.0 

法人税、住民税及
び事業税 

  1,921     3,002     4,137     

法人税等調整額   △21 1,899 1.7 △88 2,914 2.4 △278 3,858 1.8 

少数株主利益     426 0.4   － －   775 0.4 

中間（当期）純利
益 

    2,018 1.9   3,646 3.1   4,000 1.8 

                      



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年３月１日 至平成18年８月31日） 

（注）平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年２月28日 残高 
           （百万円）

15,434 17,677 16,608 △0 49,720 

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当（注）   △239   △239 

役員賞与（注）   △9   △9 

中間純利益   2,018   2,018 

自己株式の取得   △0 △0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

    

中間連結会計期間中の変動額合 
計          （百万円）

－ － 1,770 △0 1,770 

平成18年８月31日 残高 
           （百万円）

15,434 17,677 18,379 △0 51,491 

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算差 
額等合計 

平成18年２月28日 残高 
           （百万円）

31 － 31 7,212 56,964 

中間連結会計期間中の変動額  

剰余金の配当（注）   △239 

役員賞与（注）   △9 

中間純利益   2,018 

自己株式の取得   △0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△10 21 11 376 387 

中間連結会計期間中の変動額合 
計           （百万円）

△10 21 11 376 2,158 

平成18年８月31日 残高 
           （百万円）

21 21 43 7,588 59,122 



当中間連結会計期間（自平成19年３月１日 至平成19年８月31日） 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年２月28日 残高 
           （百万円）

15,434 17,677 20,121 △0 53,233

中間連結会計期間中の変動額     

 株式交換に伴う新株の発行   6,954   6,954

剰余金の配当   △478   △478

中間純利益   3,646   3,646

自己株式の取得   △19 △19

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

    

中間連結会計期間中の変動額合 
計          （百万円）

－ 6,954 3,167 △19 10,102

平成19年８月31日 残高 
           （百万円）

15,434 24,632 23,289 △20 63,336

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算差 
額等合計 

平成19年２月28日 残高 
           （百万円）

21 16 37 7,861 61,132

中間連結会計期間中の変動額    

株式交換に伴う新株の発行     6,954

剰余金の配当     △478

中間純利益     3,646

自己株式の取得     △19

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△1 △14 △15 △7,861 △7,877

中間連結会計期間中の変動額合 
計          （百万円）

△1 △14 △15 △7,861 2,225

平成19年８月31日 残高 
           （百万円）

19 1 21 － 63,357



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

（注）平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年２月28日 残高 
           （百万円）

15,434 17,677 16,608 △0 49,720

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当（注）   △239   △239

剰余金の配当   △239   △239

役員賞与（注）    △9   △9

当期純利益   4,000   4,000

自己株式の取得   △0 △0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

    

連結会計年度中の変動額合計 
           （百万円）

－ － 3,512 △0 3,512

平成19年２月28日 残高 
           （百万円）

15,434 17,677 20,121 △0 53,233

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算差 
額等合計 

平成18年２月28日 残高 
           （百万円）

31 － 31 7,212 56,964

連結会計年度中の変動額  

剰余金の配当（注）   △239

剰余金の配当    △239

役員賞与（注）   △9

当期純利益   4,000

自己株式の取得   △0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△10 16 5 649 654

連結会計年度中の変動額合計 
           （百万円）

△10 16 5 649 4,167

平成19年２月28日 残高 
           （百万円）

21 16 37 7,861 61,132



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度の要約連結キャッ
シュ・フロー計算書 

（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  4,344 6,560 8,634 

減価償却費   897 967 1,911 

減損損失   498 151 667 

過年度損益修正損    － － 635 

連結調整勘定償却額   197 － 394 

のれん償却額    － 197 － 

負ののれん償却額    － △81 － 

賞与引当金の増減額
（減少：△） 

  51 218 41 

退職給付引当金の増
減額（減少：△） 

  106 104 194 

役員退職慰労引当金
の増減額(減少：△) 

  22 20 47 

貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

  14 △14 38 

投資損失引当金の増
減額（減少：△）  

  － 1 1 

受取利息及び受取配
当金 

  △39 △94 △111 

広告宣伝用器具受贈
益 

  △86 △73 △205 

支払利息   11 11 22 

固定資産売却益   △12 △0 △12 

固定資産売却損   6 － 6 

固定資産除却損   74 30 114 

売上債権の増減額
（増加：△） 

  △427 △544 △462 

たな卸資産の増減額
（増加：△） 

  △1,906 △780 △2,863 

仕入債務の増減額
（減少：△） 

  5,925 5,963 2,476 

役員賞与の支払額   △9 － △9 

その他   △310 △258 494 

小計   9,359 12,378 12,015 

利息及び配当金の受
取額 

  △11 62 54 

利息の支払額   △11 △11 △22 

法人税等の支払額   △1,571 △2,585 △3,287 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  7,764 9,843 8,760 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度の要約連結キャッ
シュ・フロー計算書 

（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

定期預金及び定期積
金の預入による支出 

  △11,227 △11,000 △22,367 

定期預金及び定期積
金の払戻による収入 

  801 11,241 12,069 

有形固定資産の取得
による支出 

  △1,334 △1,137 △2,594 

有形固定資産の売却
による収入 

  62 26 141 

無形固定資産の取得
による支出 

  △109 △174 △251 

無形固定資産の売却
による収入  

  － － 1 

投資有価証券の売却
による収入 

  14 － 14 

差入保証金による支
出 

  △474 △315 △1,517 

差入保証金の返還に
よる収入 

  161 153 367 

その他の投資増減額
（増加：△） 

  △235 △581 △380 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △12,340 △1,787 △14,517 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

短期借入金の返済に
よる支出 

  △5,000 － △5,000 

自己株式の取得によ
る支出 

  △0 △15 △0 

割賦債務等の支出   △28 △20 △54 

配当金の支払額   △237 △476 △474 

少数株主への配当金
の支払額 

  △68 △68 △136 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △5,334 △580 △5,666 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  11 △12 22 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（減少：△） 

  △9,897 7,462 △11,400 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  31,081 19,681 31,081 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 21,183 27,143 19,681

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．連結の範囲に関する事項 

  

  

(1）連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

㈱ジャパン 

(1）連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

㈱ジャパン 

(1）連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

㈱ジャパン  

  

  

  

(2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社 

㈲西三河調剤支援センター 

U.S.JAPAN CO.,LTD. 

(2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社 

㈲西三河調剤支援センター 

U.S.JAPAN CO.,LTD. 

(2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社 

㈲西三河調剤支援センター 

U.S.JAPAN CO.,LTD.  

  

  

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上

高、中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも中間連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

同左 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

  

(1）持分法を適用した非連結子会

社及び関連会社の数 

該当事項はありません。 

(1）持分法を適用した非連結子会

社及び関連会社の数 

該当事項はありません。 

(1）持分法を適用した非連結子会

社及び関連会社の数 

該当事項はありません。 

  

  

  

(2）持分法を適用していない非連

結子会社の名称等 

非連結子会社 

㈲西三河調剤支援センター 

U.S.JAPAN CO.,LTD. 

(2）持分法を適用していない非連

結子会社の名称等 

非連結子会社 

㈲西三河調剤支援センター 

U.S.JAPAN CO.,LTD. 

(2）持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社の名称等 

非連結子会社 

㈲西三河調剤支援センター 

U.S.JAPAN CO.,LTD.   

  

  

（持分法を適用しない理由） 

 持分法非適用会社は、いずれも

中間純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除

いても中間連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため持分法の

適用範囲から除外しております。 

（持分法を適用しない理由） 

同左 

（持分法を適用しない理由） 

 持分法非適用会社は、いずれも

当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除

いても連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体として

も重要性がないため持分法の適用

範囲から除外しております。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社の中間期の末日は、

中間連結決算日と一致しておりま

す。 

同左  連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しておりま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

  

  

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

  

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  

  

ロ デリバティブ 

時価法 

ロ デリバティブ 

同左 

ロ デリバティブ 

同左 

  

  

  

ハ たな卸資産 

（イ）商品 

 売価還元法による原価法 

ハ たな卸資産 

（イ）商品 

同左 

ハ たな卸資産 

（イ）商品 

同左 

  

  

（ロ）貯蔵品 

 終仕入原価法による原価

法 

（ロ）貯蔵品 

同左 

（ロ）貯蔵品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

  

イ 有形固定資産 

 定率法（ただし、当社は平成

10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）について

は定額法） 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物及び構築物  ８～38年 

イ 有形固定資産 

 定率法（ただし、当社は平成 

10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備は除く）について

は定額法） 

  なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物及び構築物  ８～39年  

イ 有形固定資産 

 定率法（ただし、当社は平成

10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）について

は定額法） 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

   建物及び構築物  ８～39年 

  

  

  

  

  

（会計方針の変更）  

  

  

  

  

  

  

  

  当社及び連結子会社は、法人税

法の改正に伴い平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産につ

いては、改正後の法人税法に規定

する定率法（ただし、当社の建物

（附属設備を除く）については定

額法）により、減価償却費を計上

しております。 

 なお、これらの変更による損益

への影響額は、軽微であります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

ロ 無形固定資産 

定額法 

  なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

ロ 無形固定資産 

同左  

ロ 無形固定資産 

同左  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ 投資損失引当金 

 関係会社への投資に対する損

失に備えるため、当該会社の財

政状態等を勘案し、損失見込額

を計上しております。 

イ 投資損失引当金 

同左 

イ 投資損失引当金 

同左 

  ロ 貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

ロ 貸倒引当金 

同左 

ロ 貸倒引当金 

同左 

  

  

ハ 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てる

ため、将来の支給見込額に基づ

き当中間連結会計期間の負担額

を計上しております。 

ハ 賞与引当金 

同左 

ハ 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てる

ため、将来の支給見込額に基づ

き当連結会計年度の負担額を計

上しております。 

  

  

  

ニ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認められる

額を計上しております。 

 なお、過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により費用処理し

ております。 

 また、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（３

～５年）による定額法によりそ

れぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしており

ます。 

ニ 退職給付引当金 

同左 

ニ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。 

 なお、過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により費用処理し

ております。 

  また、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（３～５年）による定額法によ

りそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとして

おります。 

  

  

ホ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間連

結会計期間末要支給額を計上し

ております。 

ホ 役員退職慰労引当金 

同左 

ホ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく連結会

計年度末要支給額を計上してお

ります。 

  

 (4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

  

──────  

  

 外貨建金銭債権債務は、中間連

結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。  

  

 外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

 ただし、為替予約等が付され

ている外貨建金銭債権債務等に

ついては振当処理を行っており

ます。 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…デリバティブ取引

（通貨オプション

取引、通貨スワッ

プ取引）、外貨預

金 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…デリバティブ取引

（通貨スワップ取

引）、外貨預金 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…同左 

  ヘッジ対象…外貨建取引（金銭

債権債務及び予定

取引） 

ヘッジ対象…同左  ヘッジ対象…同左 

  

  

ハ ヘッジ方針 

 連結子会社は、為替相場の変

動によるリスクをヘッジするた

めに通貨オプション取引及び通

貨スワップ取引を実施しており

ます。 

 なお、これらの取引について

は実需の範囲内で行うことと

し、投機目的の取引は行わない

方針であります。 

ハ ヘッジ方針 

 連結子会社は、為替相場の変

動によるリスクをヘッジするた

めに通貨スワップ取引を実施し

ております。 

 なお、これらの取引について

は実需の範囲内で行うことと

し、投機目的の取引は行わない

方針であります。 

ハ ヘッジ方針 

同左 

  

  

ニ ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ手段及びヘッジ対象に

ついて、当中間連結会計期間末

にヘッジの有効性を評価してお

ります。 

ニ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

ニ ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ手段及びヘッジ対象に

ついて、当連結会計年度末にヘ

ッジの有効性を評価しておりま

す。 

(7）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 ただし、資産に係る控除対象外

消費税等は、当中間連結会計期間

の期間費用としております。 

 消費税等の会計処理 

同左 

 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 ただし、資産に係る控除対象外

消費税等は、当連結会計年度の期

間費用としております。 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引出可能な預金

及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左  同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、当社は、

「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより税金等調整前中間純利益

は430百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

き各資産の金額から直接控除しており

ます。 

────── （固定資産の減損に係る会計基準）  

 当連結会計年度より、当社は、「固

定資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。  

 これにより税金等調整前当期純利益

は592百万円減少しております。  

 なお、減損損失累計額については、

改正後の連結財務諸表規則に基づき各

資産の金額から直接控除しておりま

す。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

従来の資本の部の合計に相当する金

額は、51,512百万円であります。 

なお、中間連結財務諸表規則の改正

により、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）  

 当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。  

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は、53,254百万円であります。  

 なお、連結財務諸表規則の改正によ

り、当連結会計年度における連結貸借

対照表の純資産の部については、改正

後の連結財務諸表規則により作成して

おります。  



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

──────  （中間連結貸借対照表）  

  前中間連結会計期間末において、「連結調整勘定」とし

て掲記されていたものは、当中間連結会計期間末から「の

れん」と表示しております。 

（中間連結損益計算書） 

「店舗賃借解約損」は、前中間連結会計期間は、特別損失

の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間連結

会計期間において特別損失の100分の10を超えたため区分

掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間の「店舗賃借解約損」の金額

は62百万円であります。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）  

  前中間連結会計期間において「連結調整勘定償却額」と

して掲記されていたものは、当中間連結会計期間から「の

れん償却額」と表示しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（平成19年２月28日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

10,658百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

12,083百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

11,303百万円であります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

用及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

用及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

用及び金額は次のとおりであります。 

給与手当 9,063百万円

賞与引当金繰入額 171百万円

役員退職慰労引当

金繰入額 
24百万円

退職給付費用 146百万円

賃借料 4,767百万円

貸倒引当金繰入額 14百万円

給与手当 9,892百万円

賞与引当金繰入額 379百万円

役員退職慰労引当

金繰入額 
26百万円

退職給付費用 152百万円

賃借料 5,155百万円

   

給与手当 18,403百万円

賞与引当金繰入額 161百万円

役員退職慰労引当

金繰入額 
49百万円

退職給付費用 285百万円

賃借料 9,791百万円

貸倒引当金繰入額 38百万円

※２ 固定資産売却益の内訳 ※２ 固定資産売却益の内訳 ※２ 固定資産売却益の内訳 

建物及び構築物 12百万円 その他   0百万円  建物及び構築物 12百万円

 ※３           ──────  ※３           ──────  ※３ 過年度損益修正損は、過年度に計上し

た景品ポイント債務の修正額であります。

※４ 固定資産売却損の内訳 ※４           ────── ※４ 固定資産売却損の内訳 

土地 6百万円     土地 6百万円

※５ 固定資産除却損の内訳 ※５ 固定資産除却損の内訳 ※５ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 42百万円

ソフトウェア 24百万円

店舗解体費用 10百万円

その他 7百万円

建物及び構築物 25百万円

店舗解体費用 24百万円

その他 5百万円

建物及び構築物 66百万円

店舗解体費用 50百万円

その他 47百万円

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

※６ 減損損失 

 当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

※６ 減損損失 

 当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

※６ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 

 当社グループは、キャッシュ・フローを生

み出す 小単位として店舗を基本単位とし、

賃貸資産及び遊休資産については物件単位ご

とにグルーピングしております。 

 営業活動から生ずる利益が継続してマイナ

スである資産グループ及び土地等の時価が著

しく下落している資産グループ並びに遊休固

定資産については、帳簿価額を回収可能額ま

で減額し、当該減少額498百万円を減損損失

として特別損失に計上いたしました。 

 その内訳は、次のとおりであります。 

 なお、資産グループごとの回収可能額は、

正味売却価額と使用価値とのいずれか高い方

の価額で測定しております。 

 回収可能額を正味売却価額により測定して

いる場合には、路線価、固定資産税評価額を

基礎に算定しております。また、使用価値に

より測定している場合には、将来キャッシ

ュ・フローを6.0～10.0％で割り引いて算定

しております。 

場所 用途 種類 減損損失 

愛知県、
岐阜県、
三重県等
21店舗 

ドラッ
グスト
ア事業
用店舗
等 

土地、
建物及
び構築
物等 

430百万円 

兵庫県、
埼玉県 
８店舗 

ディス
カウン
トスト
ア事業
用店舗
等 

建物及
び構築
物等 

68百万円 

建物及び構築物 395百万円

土地 44百万円

その他 58百万円

計 498百万円

 当社グループは、キャッシュ・フローを生

み出す 小単位として店舗を基本単位とし、

賃貸資産及び遊休資産については物件単位ご

とにグルーピングしております。 

 営業活動から生ずる利益が継続してマイナ

スである資産グループについては、帳簿価額

を回収可能額まで減額し、当該減少額151百

万円を減損損失として特別損失に計上いたし

ました。 

 その内訳は、次のとおりであります。 

 なお、資産グループごとの回収可能額は、

正味売却価額と使用価値とのいずれか高い方

の価額で測定しております。 

 回収可能額を正味売却価額により測定して

いる場合には、固定資産税評価額を基礎に算

定しております。また、使用価値により測定

している場合には、将来キャッシュ・フロー

を8.0～18.0％で割り引いて算定しておりま

す。 

場所 用途 種類 減損損失 

愛知県 
３店舗 

ドラッ
グスト
ア事業
用店舗
等 

建物及
び構築
物等 

25百万円 

兵庫県、
埼玉県等 
７店舗 

ディス
カウン
トスト
ア事業
用店舗
等 

建物及
び構築
物等 

106百万円 

岐阜県  
１物件   

賃貸資
産 

建物及
び構築
物 

18百万円 

建物及び構築物 131百万円

その他 19百万円

計 151百万円

 当社グループは、キャッシュ・フローを生

み出す 小単位として店舗を基本単位とし、

賃貸資産及び遊休資産については物件単位ご

とにグルーピングしております。 

 営業活動から生ずる利益が継続してマイナ

スである資産グループ及び土地等の時価が著

しく下落している資産グループ並びに遊休固

定資産については、帳簿価額を回収可能額ま

で減額し、当該減少額667百万円を減損損失

として特別損失に計上いたしました。 

 その内訳は、次のとおりであります。 

 なお、資産グループごとの回収可能額は、

正味売却価額と使用価値とのいずれか高い方

の価額で測定しております。 

 回収可能額を正味売却価額により測定して

いる場合には、路線価、固定資産税評価額を

基礎に算定しております。また、使用価値に

より測定している場合には、将来キャッシ

ュ・フローを6.0～10.0％で割り引いて算定

しております。 

場所 用途 種類 減損損失 

愛知県、
岐阜県、
三重県等 
29店舗 

ドラッ
グスト
ア事業
用店舗
等 

建物及
び構築
物等 

524百万円 

  
大阪府、
兵庫県等 
11店舗 

ディス
カウン
トスト
ア事業
用店舗
等 

建物及
び構築
物等 

75百万円 

愛知県  
３物件  

賃貸資
産 

建物及
び構築
物、土
地等  

68百万円 

建物及び構築物 568百万円

土地 44百万円

その他 53百万円

計 667百万円



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式数の増加29,894,000株は、平成18年３月１日付をもって１株を２株に株式分割したため

であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加200株のうち、146株は平成18年３月１日付の株式分割による増加であり、

それ以外の54株は単元未満株式の買取りにより取得したものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式（注）１ 29,894,000 29,894,000 － 59,788,000 

合計 29,894,000 29,894,000 － 59,788,000 

自己株式        

普通株式（注）２ 146 200 － 346 

合計 146 200 － 346 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年５月22日 

定時株主総会 
普通株式 239 ８ 平成18年２月28日 平成18年５月22日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年10月13日 

取締役会 
普通株式 239 利益剰余金 ４ 平成18年８月31日 平成18年10月27日



当中間連結会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式数の増加3,542,838株は、平成19年３月１日付の株式会社ジャパンを当社の完全子会社

とする株式交換に伴う新株の発行によるものであります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加8,380株のうち、2,100株は子会社である株式会社ジャパンの有する自己株

式の取得による増加であり、それ以外の6,280株は単元未満株式の買取りにより取得したものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式（注）１ 59,788,000 3,542,838 － 63,330,838 

合計 59,788,000 3,542,838 － 63,330,838 

自己株式        

普通株式（注）２ 346 8,380 － 8,726 

合計 346 8,380 － 8,726 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年４月13日 

取締役会 
普通株式 478 ８ 平成19年２月28日 平成19年５月25日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年10月12日 

取締役会 
普通株式 253 利益剰余金 ４ 平成19年８月31日 平成19年11月５日



前連結会計年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式数の増加29,894,000株は、平成18年３月１日付をもって１株を２株に株式分割したため

であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加200株のうち、146株は平成18年３月１日付の株式分割による増加であり、

それ以外の54株は単元未満株式の買取りにより取得したものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

発行済株式        

普通株式（注）１ 29,894,000 29,894,000 － 59,788,000 

合計 29,894,000 29,894,000 － 59,788,000 

自己株式        

普通株式（注）２ 146 200 － 346 

合計 146 200 － 346 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年５月22日 

定時株主総会 
普通株式 239 ８ 平成18年２月28日 平成18年５月22日

平成18年10月13日 

取締役会  
普通株式  239  ４ 平成18年８月31日 平成18年10月27日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年４月13日 

取締役会 
普通株式 478 利益剰余金 ８ 平成19年２月28日 平成19年５月25日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年８月31日現在） （平成19年８月31日現在） （平成19年２月28日現在） 

現金及び預金勘定 32,553百万円

預入期間が３ケ月を超え

る定期預金及び定期積金 
△11,369百万円

現金及び現金同等物 21,183百万円

現金及び預金勘定 38,143百万円

預入期間が３ケ月を超え

る定期預金及び定期積金
△11,000百万円

現金及び現金同等物 27,143百万円

現金及び預金勘定 30,922百万円

預入期間が３ケ月を超え

る定期預金及び定期積金 
△11,241百万円

現金及び現金同等物 19,681百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額 

(百万円) 

中間期
末残高
相当額 

(百万円) 

建物及
び構築
物 

148 48 － 99 

有形固
定資産
「その
他」 

4,887 2,389 3 2,493 

無形固
定資産
「その
他」 

31 13 － 17 

合計 5,067 2,452 3 2,611 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

建物及
び構築
物 

228 61 － 167

有形固
定資産
「その
他」 

4,600 2,217 15 2,367

無形固
定資産
「その
他」 

32 20 － 11

合計 4,861 2,299 15 2,547

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

建物及
び構築
物 

228 53 － 175

有形固
定資産
「その
他」 

5,040 2,633 0 2,406

無形固
定資産
「その
他」 

29 15 － 13

合計 5,298 2,703 0 2,594

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額等 

未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額等 

未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額

等 

未経過リース料期末残高相当額

１年内 956百万円

１年超 1,747百万円 

合計 2,704百万円 

リース資産減

損勘定の残高 

1百万円 

１年内 906百万円

１年超 1,709百万円

合計 2,615百万円

リース資産減

損勘定の残高 

13百万円

１年内 910百万円

１年超 1,741百万円

合計 2,652百万円

リース資産減

損勘定の残高 

0百万円

   

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 568百万円

リース資産減

損勘定の取崩

額 

5百万円

減価償却費相

当額 

530百万円

支払利息相当

額 

32百万円

減損損失 2百万円

支払リース料 570百万円

リース資産減

損勘定の取崩

額 

2百万円

減価償却費相

当額 

519百万円

支払利息相当

額 

37百万円

減損損失 15百万円

支払リース料 1,141百万円

リース資産減

損勘定の取崩

額 

6百万円

減価償却費相

当額 

1,069百万円

支払利息相当

額 

66百万円

減損損失 2百万円

 



次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 1,259百万円

１年超 10,843百万円

合計 12,102百万円

１年内 1,471百万円

１年超 12,949百万円

合計 14,420百万円

１年内 1,418百万円

１年超 13,386百万円

合計 14,804百万円



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年８月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 減損処理にあたっては、回復可能性があると認められる場合を除き、中間連結会計期間末における時価が取

得原価の50％以下に下落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、過去２年間の

時価の推移を勘案して、減損処理を行っております。 

当中間連結会計期間末（平成19年８月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 減損処理にあたっては、回復可能性があると認められる場合を除き、中間連結会計期間末における時価が取

得原価の50％以下に下落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、過去２年間の

時価の推移を勘案して、減損処理を行っております。 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 49 74 25 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 26 55 28 

合計 76 129 53 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 3 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 49 52 3 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 26 55 29 

合計 76 108 32 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 3 



前連結会計年度末（平成19年２月28日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 減損処理にあたっては、回復可能性があると認められる場合を除き、当連結会計年度末における時価が取得

原価の50％以下に下落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、過去２年間の時

価の推移を勘案して、減損処理を行っております。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 49 66 17 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 26 58 31 

合計 76 124 48 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 3 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年８月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価差額の状況 

当社グループの利用しているデリバティブ取引は、ヘッジ会計を適用しているため記載しておりません。 

当中間連結会計期間末（平成19年８月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価差額の状況 

中間連結会計期間末残高がないため記載しておりません。 

前連結会計年度末（平成19年２月28日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価差額の状況 

当社グループの利用しているデリバティブ取引は、ヘッジ会計を適用しているため記載しておりません。 

（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

該当事項はありません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

  
ドラッグスト
ア事業 
（百万円） 

ディスカウン
トストア事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 70,996 37,555 108,551 － 108,551 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － 32 32 

計 70,996 37,555 108,551 32 108,584 

営業費用 67,393 36,424 103,817 176 103,993 

営業利益 3,603 1,130 4,734 △143 4,590 

  
ドラッグスト
ア事業 
（百万円） 

ディスカウン
トストア事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 82,281 36,839 119,120 － 119,120 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 12 12 60 72 

計 82,281 36,851 119,132 60 119,192 

営業費用 77,486 35,557 113,044 14 113,059 

営業利益 4,794 1,293 6,088 45 6,133 

  
ドラッグスト
ア事業 
（百万円） 

ディスカウン
トストア事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 144,999 72,143 217,142 － 217,142 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － 86 86 

計 144,999 72,143 217,142 86 217,229 

営業費用 137,537 70,225 207,762 216 207,978 

営業利益 7,461 1,918 9,379 △129 9,250 



 （注）１．事業の区分の方法 

事業区分は、事業の内容の種類により区分しております。 

２．各事業区分の主な内容 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日）、当中間連結会計期間（自 平成19年

３月１日 至 平成19年８月31日）及び前連結会計年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日）にお

いて、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日）、当中間連結会計期間（自 平成19年

３月１日 至 平成19年８月31日）及び前連結会計年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日）にお

いて、海外売上がないため該当事項はありません。 

事業区分 事業の内容 

ドラッグストア事業 調剤併設型ドラッグストア 

ディスカウントストア事業 ディスカウントストア 

  
前中間連結
会計期間 
（百万円） 

当中間連結
会計期間 
（百万円） 

前連結会計
年度 
（百万円） 

主な内容 

消去又は全社の項目に含め

た配賦不能営業費用の金額 
191 73 268 

企業イメージ広告に要した費

用及び当社の社長室等の管理

部門に係る費用であります。 



（１株当たり情報） 

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１株当たり純資産額 861円95銭

１株当たり中間純利益

金額 

33円77銭

１株当たり純資産額 1,000円56銭

１株当たり中間純利益

金額 

57円58銭

１株当たり純資産額 891円00銭

１株当たり当期純利益

金額 

66円91銭

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

当社は、平成18年３月１日付で株式

１株につき２株の株式分割を行ってお

ります。 

なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前連結会計年度

における１株当たり情報については、

以下のとおりとなります。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

  

  

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

当社は、平成18年３月１日付で株式

１株につき２株の株式分割を行ってお

ります。 

なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前連結会計年度

における１株当たり情報については、

以下のとおりとなります。 

前連結会計年度 

１株当たり純資産額 

832円00銭 

 
前連結会計年度 

１株当たり純資産額 

832円00銭 

  
前中間連結会計期間末 
(平成18年８月31日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年８月31日) 

前連結会計年度末 
(平成19年２月28日) 

純資産の部の合計額（百万円） 59,122 63,357 61,132 

純資産の部の合計額から控除する金

額（百万円） 
7,588 － 7,861 

（うち少数株主持分） (7,588) （－） (7,861) 

普通株式に係る中間期末（期末）の

純資産額（百万円） 
51,534 63,357 53,270 

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた中間期末（期末）の普通株式の

数（株） 

59,787,654 63,322,112 59,787,654 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日)

前連結会計年度 
(自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日)

中間（当期）純利益（百万円） 2,018 3,646 4,000 

普通株主に帰属しない金額（百万

円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
2,018 3,646 4,000 

期中平均株式数（株） 59,787,658 63,326,995 59,787,656 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

──────   当社は、平成19年９月３日開催の取

締役会において、飯塚薬品株式会社の

株式を取得して子会社化することを決

議し、同日付で株式を取得しました。

（1）株式取得の目的 

  当社は、2010年ビジョン（2010

年度に店舗数1,000店舗、売上高

3,500億円）の達成に向けて、特に

関東エリアにおいては400店舗のド

ミナント網の構築を目標に、事業

展開を推進しております。 

 一方、飯塚薬品株式会社は、埼

玉県及び群馬県を中心に97店舗の

ドラッグストアを有する企業であ

り、地域に密着したドミナント出

店による事業展開を行っておりま

す。 

 当社は、飯塚薬品株式会社と相

互の事業基盤を補完し、相互のノ

ウハウや人材等の経営資源を共

有・享受しながら、グループとし

てのシナジー効果を 大限に発揮

し、事業規模の拡大を図ること

が、両社の企業価値の向上に資す

ると考え、株式取得にいたりまし

た。 

（2）株式を取得した会社の概要 

  商  号 飯塚薬品株式会社 

     代 表 者 代表取締役社長 

       飯塚正志 

 所 在 地 群馬県前橋市日吉町 

     3-36-4 

 事業内容 ドラッグストア 

 資 本 金     259百万円 

 売 上 高  19,881百万円  

      （平成19年４月期） 

（3）株式の取得先 

   飯塚 明：1,764,000株 

   飯塚正志：1,764,000株 

（4）株式取得の時期 

平成19年９月３日 

（5）取得株式数、取得価額及び取得

前後の所有株式の状況 

取得株式数 

3,528,000株(議決権比率85.6％)

取得価額   無償  

異動前の所有株式数 

    0株(所有割合 0.0％) 

異動後の所有株式数 

3,528,000株(所有割合85.6％) 

  当社は、平成18年11月21日開催の取

締役会において、株式会社ジャパン

(以下、同社という。）を完全子会社

とするために会社法第767条の規定に

基づく株式交換契約を締結することを

決議し、同日付で株式交換契約を締結

いたしました。  

 当該株式交換契約の株主総会での承

認は、当社においては、会社法796条

第３項の規定に基づく簡易株式交換に

該当するため省略しております。 

 また、当該契約に基づき平成19年３

月１日に株式交換を実施し、同社を完

全子会社といたしました。 

（1）株式交換の目的 

  同社を当社の完全子会社とする

ことにより、グループとしてより

密接な連携強化を図ると共に、グ

ループとしてのシナジー効果を

大限に発揮し、事業規模の拡大を

図ることが、両社の企業価値の向

上に資すると判断したためであり

ます。 

（2）株式交換する会社の名称、事業

内容、規模 

① 会社名称：株式会社ジャパン  

② 事業内容：ディスカウントス

トア 

③ 企業規模：資本金6,454百万円 

（3）株式交換の方法 

 平成18年11月21日に締結した株

式交換契約に基づき、平成19年３

月１日を株式交換の効力発生日と

して、当社が同社の効力発生日の

前日の 終株主に対して、その保

有する同社普通株式１株につき、

当社普通株式を0.52株の割合をも

って割当交付いたしました。 

 また、当社はこの株式交換に伴

い、普通株式3,542,838株を発行し

当社の資本準備金が6,954百万円増

加しております。  

（4）株式交換の効力発生日 

平成19年３月１日 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年８月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年８月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   27,603   31,923 27,596   

２．売掛金   2,471   3,036 2,547   

３．たな卸資産   18,371   19,869 19,032   

４．繰延税金資産   752   745 726   

５．未収入金   2,507   2,957 2,406   

６．その他   942   1,164 612   

流動資産合計     52,649 64.5 59,696 61.0   52,921 63.4

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１         

１．建物   9,408   9,905 9,640   

２．土地   415   510 415   

３．その他   2,204   2,118 2,276   

有形固定資産合計   12,028   12,534 12,332   

(2）無形固定資産   1,257   1,308 1,276   

(3）投資その他の資産           

１．関係会社株式   9,228   16,183 9,228   

２．差入保証金   5,107   6,273 5,995   

３．その他   1,432   1,875 1,729   

投資損失引当金   △43   △45 △44   

投資その他の資産
合計 

  15,724   24,286 16,909   

固定資産合計     29,010 35.5 38,129 39.0   30,519 36.6

資産合計     81,660 100.0 97,825 100.0   83,440 100.0 

            

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   17,369   19,867 16,128   

２．１年内返済予定長
期借入金 

  －   5,000 2,000   

３．未払金   2,324   2,704 2,234   

４．未払費用   2,529   3,328 3,538   

５．未払法人税等   1,456   2,365 1,630   

６．賞与引当金   －   212 －   

７．その他 ※２ 322   446 482   

流動負債合計     24,002 29.4 33,925 34.7   26,014 31.2

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金   5,000   － 3,000   

２．退職給付引当金   584   761 668   

３．役員退職慰労引当
金 

  557   596 575   

４．その他   162   145 170   

固定負債合計     6,304 7.7 1,503 1.5   4,414 5.3

負債合計     30,307 37.1 35,429 36.2   30,429 36.5

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年８月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年８月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金     15,434 18.9 15,434 15.8   15,434 18.5

２．資本剰余金           

（1）資本準備金   17,677   24,632 17,677   

資本剰余金合計     17,677 21.7 24,632 25.2   17,677 21.2

３．利益剰余金           

（1）利益準備金   90   90 90   

（2）その他利益剰余
金 

          

特別償却準備金   0   － －   

別途積立金   15,540   19,040 15,540   

繰越利益剰余金   2,586   3,198 4,243   

利益剰余金合計     18,217 22.3 22,328 22.8   19,874 23.8

４．自己株式     △0 △0.0 △22 △0.0   △0 △0.0

株主資本合計     51,329 62.9 62,373 63.8   52,985 63.5

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評価
差額金 

    24 0.0 22 0.0   25 0.0

評価・換算差額等合
計 

    24 0.0 22 0.0   25 0.0

純資産合計     51,353 62.9 62,396 63.8   53,011 63.5

負債純資産合計     81,660 100.0 97,825 100.0   83,440 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     70,996 100.0 82,281 100.0   144,999 100.0 

Ⅱ 売上原価     51,565 72.6 59,498 72.3   104,883 72.3

売上総利益     19,431 27.4 22,782 27.7   40,116 27.7

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    16,019 22.6 18,061 22.0   32,923 22.7

営業利益     3,411 4.8 4,721 5.7   7,193 5.0

Ⅳ 営業外収益 ※１   572 0.8 666 0.8   1,217 0.8

Ⅴ 営業外費用 ※２   255 0.4 189 0.2   464 0.3

経常利益     3,728 5.2 5,198 6.3   7,946 5.5

Ⅵ 特別利益     － － 40 0.0   － －

Ⅶ 特別損失 ※3,5   512 0.7 106 0.1   1,412 1.0

税引前中間(当期)
純利益 

    3,215 4.5 5,131 6.2   6,533 4.5

法人税、住民税及
び事業税 

  1,351   2,289 2,951   

法人税等調整額   7 1,358 1.9 △90 2,198 2.6 △170 2,780 1.9

中間(当期)純利益     1,857 2.6 2,933 3.6   3,752 2.6

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年３月１日 至平成18年８月31日） 

（注）平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

資本 
準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 

特別 
償却 
準備金 

別途 
積立金 

繰越 
利益 
剰余金 

平成18年２月28日 残高 
（百万円） 

15,434 17,677 17,677 90 2 12,540 3,975 16,608 △0 49,720 

中間会計期間中の変動額      

特別償却準備金の取崩
（注) 

  △1 1 －   － 

特別償却準備金の取崩   △0 0 －   － 

別途積立金の積立（注)   3,000 △3,000 －   － 

剰余金の配当（注)   △239 △239   △239 

役員賞与（注)   △9 △9   △9 

中間純利益   1,857 1,857   1,857 

自己株式の取得     △0 △0 

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額） 

      

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － － △1 3,000 △1,389 1,608 △0 1,608 

平成18年８月31日 残高 
（百万円） 

15,434 17,677 17,677 90 0 15,540 2,586 18,217 △0 51,329 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算差
額等合計 

平成18年２月28日 残高 
（百万円） 

25 25 49,746 

中間会計期間中の変動額  

特別償却準備金の取崩（注)   － 

特別償却準備金の取崩   － 

別途積立金の積立（注)   － 

剰余金の配当（注)   △239 

役員賞与（注)   △9 

中間純利益   1,857 

自己株式の取得   △0 

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額） 

△1 △1 △1 

中間会計期間中の変動額合計  
（百万円） 

△1 △1 1,607 

平成18年８月31日 残高 
（百万円） 

24 24 51,353 



当中間会計期間（自平成19年３月１日 至平成19年８月31日） 

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

資本 
準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

  その他利益剰余金 

利益 
剰余金 
合計 

   

別途 
積立金 

繰越 
利益 
剰余金 

平成19年２月28日 残高 
（百万円） 

15,434 17,677 17,677 90 15,540 4,243 19,874 △0 52,985 

中間会計期間中の変動額      

  株式交換に伴う新株の発行 6,954 6,954   6,954 

別途積立金の積立   3,500 △3,500 －   － 

剰余金の配当   △478 △478   △478 

中間純利益   2,933 2,933   2,933 

自己株式の取得   △21 △21 

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額） 

     

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ 6,954 6,954 － 3,500 △1,045 2,454 △21 9,387 

平成19年８月31日 残高 
（百万円） 

15,434 24,632 24,632 90 19,040 3,198 22,328 △22 62,373 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算差
額等合計 

平成19年２月28日 残高 
（百万円） 

25 25 53,011

中間会計期間中の変動額  

  株式交換に伴う新株の発行   6,954

別途積立金の積立   －

剰余金の配当   △478

中間純利益   2,933

自己株式の取得   △21

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額） 

△2 △2 △2

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△2 △2 9,384

平成19年８月31日 残高 
（百万円） 

22 22 62,396



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

（注）平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

資本 
準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 

特別 
償却 
準備金 

別途 
積立金 

繰越 
利益 
剰余金 

平成18年２月28日 残高 
（百万円） 

15,434 17,677 17,677 90 2 12,540 3,975 16,608 △0 49,720

事業年度中の変動額      

特別償却準備金の取崩
（注) 

  △1 1 －   －

特別償却準備金の取崩   △1 1 －   －

別途積立金の積立（注)   3,000 △3,000 －   －

剰余金の配当（注)   △239 △239   △239

剰余金の配当   △239 △239   △239

役員賞与（注)   △9 △9   △9

当期純利益   3,752 3,752   3,752

自己株式の取得     △0 △0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

      

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － － △2 3,000 267 3,265 △0 3,265

平成19年２月28日 残高 
（百万円） 

15,434 17,677 17,677 90 － 15,540 4,243 19,874 △0 52,985

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年２月28日 残高 
（百万円） 

25 25 49,746

事業年度中の変動額  

特別償却準備金の取崩（注)   －

特別償却準備金の取崩   －

別途積立金の積立（注)   －

剰余金の配当（注)   △239

剰余金の配当    △239

役員賞与（注)   △9

当期純利益   3,752

自己株式の取得   △0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

0 0 0

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

0 0 3,265

平成19年２月28日 残高 
（百万円） 

25 25 53,011



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

  

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

  

  

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  

  

  

(2）たな卸資産 

① 商品 

売価還元法による原価法 

(2）たな卸資産 

① 商品 

同左 

(2）たな卸資産 

① 商品 

同左 

  

  

② 貯蔵品 

最終仕入原価法による原価

法 

② 貯蔵品 

同左 

② 貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額

法） 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物     ８～38年 

 その他 

  構築物   10～20年 

  器具備品  ３～８年 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額

法） 

    なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

    建物     ８～39年 

    その他 

     構築物   10～20年 

     器具備品  ３～８年 

（会計方針の変更）  

 法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更

しております。 

 この変更による損益への影響

は軽微であります。 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額

法） 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物     ８～39年 

 その他 

  構築物   10～20年 

  器具備品  ３～８年 

  

  

(2）無形固定資産 

定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  

  

(3）長期前払費用 

定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

３．引当金の計上基準 (1）投資損失引当金 

 関係会社への投資に対する損

失に備えるため、当該会社の財

政状態等を勘案し、損失見込額

を計上しております。 

(1）投資損失引当金 

同左 

(1）投資損失引当金 

同左 

  

  

  

(2）賞与引当金 

────── 

(2）賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に充てる

ため、将来の支給見込額に基づ

き当中間会計期間の負担額を計

上しております。 

(2）賞与引当金 

────── 

  

  

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。 

 なお、過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により費用処理し

ております。 

 また、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法によりそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき計上

しております。 

 なお、過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により費用処理し

ております。 

 また、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法によりそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。 

  

  

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 ただし、資産に係る控除対象外

消費税等は当中間会計期間の期間

費用としております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 ただし、資産に係る控除対象外

消費税等は当事業年度の期間費用

としております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。 

これにより税引前中間純利益は430

百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づき

各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。 

これにより税引前当期純利益は592

百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の財務諸表等規則に基づき各資

産の金額から直接控除しております。

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

従来の資本の部の合計に相当する金

額は、51,353百万円であります。  

なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。  

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）  

当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

従来の資本の部の合計に相当する金

額は、53,011百万円であります。  

なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表の

純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しておりま

す。  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成19年８月31日） 

前事業年度末 
（平成19年２月28日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

5,073百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

6,234百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

5,664百万円 

※２．消費税等の取り扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※２．消費税等の取り扱い 

同左 

※２．  ────── 

  

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 28百万円

広告宣伝用器具

受贈益 

132百万円

受取手数料 231百万円

受取利息 73百万円

広告宣伝用器具

受贈益 

109百万円

受取手数料 254百万円

受取利息 85百万円

広告宣伝用器具

受贈益  

303百万円

受取手数料 457百万円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 10百万円

リース解約損 123百万円

支払利息 11百万円

賃貸原価 105百万円

支払利息 22百万円

リース解約損 162百万円

※３．特別損失のうち主要なもの  ※３．特別損失のうち主要なもの ※３．特別損失のうち主要なもの  

減損損失 430百万円

固定資産除却損 77百万円

 減損損失 44百万円 

   

過年度損益修正

損 

635百万円

減損損失   592百万円

固定資産除却損  128百万円

 ４．減価償却実施額  ４．減価償却実施額  ４．減価償却実施額 

有形固定資産 547百万円

無形固定資産 105百万円

有形固定資産 600百万円

無形固定資産 125百万円

有形固定資産 1,189百万円

無形固定資産 220百万円

 



前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

※５．減損損失 

当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 

※５．減損損失 

当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 

※５．減損損失 

当事業年度において、当社は以

下の資産の資産グループについて

減損損失を計上しました。  

当社は、キャッシュ・フローを生

み出す最小単位として店舗を基本単

位とし、賃貸資産及び遊休資産につ

いては物件単位ごとにグルーピング

しております。 

営業活動から生ずる利益が継続し

てマイナスである資産グループ及び

土地等の時価が著しく下落している

資産グループ並びに遊休固定資産に

ついては、帳簿価額を回収可能額ま

で減額し、当該減少額430百万円を

減損損失として特別損失に計上いた

しました。 

その内訳は、次のとおりであり

ます。 

なお、資産グループごとの回収可

能額は、正味売却価額と使用価値と

のいずれか高い方の価額で測定して

おります。 

回収可能額を正味売却価額により

測定している場合には、路線価、固

定資産税評価額を基礎に算定してお

ります。また、使用価値により測定

している場合には、将来キャッシ

ュ・フローを10.0％で割り引いて算

定しております。 

場所 用途 種類 減損損失 

愛知県、
岐阜県、
三重県等
21店舗 

店舗等 
土地、
建物等 

 430百万円 

建物 309百万円 

土地 44百万円 

その他 75百万円 

計 430百万円 

当社は、キャッシュ・フローを生

み出す最小単位として店舗を基本単

位とし、賃貸資産及び遊休資産につ

いては物件単位ごとにグルーピング

しております。 

営業活動から生ずる利益が継続し

てマイナスである資産グループにつ

いては、帳簿価額を回収可能額まで

減額し、当該減少額44百万円を減損

損失として特別損失に計上いたしま

した。 

その内訳は、次のとおりであり

ます。 

なお、資産グループごとの回収可

能額は、正味売却価額と使用価値と

のいずれか高い方の価額で測定して

おります。 

回収可能額を正味売却価額により

測定している場合には、固定資産税

評価額を基礎に算定しております。

また、使用価値により測定している

場合には、将来キャッシュ・フロー

を18.0％で割り引いて算定しており

ます。 

場所 用途 種類 減損損失 

愛知県 
３店舗 

店舗 建物等   25百万円

岐阜県  
１物件  

賃貸資産 建物   18百万円 

建物   41百万円 

その他    2百万円 

計   44百万円 

当社は、キャッシュ・フローを生

み出す最小単位として店舗を基本単

位とし、賃貸資産及び遊休資産につ

いては物件単位ごとにグルーピング

しております。  

営業活動から生ずる利益が継続し

てマイナスである資産グループ及び

土地等の時価が著しく下落している

資産グループ並びに遊休固定資産に

ついては、帳簿価額を回収可能額ま

で減額し、当該減少額592百万円を

減損損失として特別損失に計上いた

しました。 

その内訳は、次のとおりでありま

す。  

 なお、資産グループごとの回収

可能額は、正味売却価額と使用価

値とのいずれか高い方の価額で測

定しております。 

回収可能額を正味売却価額により

測定している場合には、路線価、固

定資産税評価額を基礎に算定してお

ります。また、使用価値により測定

している場合には、将来キャッシ

ュ・フローを10.0％で割り引いて算

定しております。  

場所 用途 種類 減損損失 

 愛知県、 

 岐阜県、 

 三重県等 

 29店舗 

店舗  建物等 524百万円 

 愛知県 

 ３物件 
賃貸資産 

建物、

土地等  
68百万円 

建物  470百万円 

土地  44百万円 

その他   77百万円 

計  592百万円 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加200株のうち、146株は平成18年３月１日付の株式分割による増加であり、そ

れ以外の54株は単元未満株式の買取りにより取得したものであります。 

当中間会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加8,380株のうち、2,100株は子会社である株式会社ジャパンの有する自己株式

の取得による増加であり、それ以外の6,280株は単元未満株式の買取りにより取得したものであります。 

前事業年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加200株のうち、146株は平成18年３月１日付の株式分割による増加であり、そ

れ以外の54株は単元未満株式の買取りにより取得したものであります。 

  
前事業年度末株式数
（株） 

当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式（注） 146 200 － 346 

合計 146 200 － 346 

  
前事業年度末株式数
（株） 

当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式（注） 346 8,380 － 8,726 

合計 346 8,380 － 8,726 

  
前事業年度末株式数
（株） 

当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式（注） 146 200 － 346 

合計 146 200 － 346 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

建物 148 48 99 

その他 
(器具備品) 

3,245 1,590 1,654 

無形固定資
産(ソフト
ウェア) 

31 13 17 

合計 3,425 1,653 1,772 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

建物 228 61 167

その他 
(器具備品) 

3,590 1,890 1,699

無形固定資
産(ソフト
ウェア) 

32 20 11

合計 3,851 1,972 1,879

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

建物 228 53 175

その他 
(器具備品)

3,461 1,800 1,660

無形固定資
産(ソフト
ウェア) 

29 15 13

合計 3,720 1,870 1,849

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 682百万円

１年超 1,157百万円

合計 1,839百万円

１年内 715百万円

１年超 1,222百万円

合計 1,938百万円

１年内 694百万円

１年超 1,222百万円

合計 1,917百万円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

支払リース料 384百万円

減価償却費相当額 362百万円

支払利息相当額 24百万円

支払リース料 429百万円

減価償却費相当額 403百万円

支払利息相当額 30百万円

支払リース料 795百万円

減価償却費相当額 748百万円

支払利息相当額 51百万円

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5)利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法に

よっております。 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 1,036百万円

１年超 9,020百万円

合計 10,057百万円

１年内 1,271百万円

１年超 11,352百万円

合計 12,624百万円

１年内 1,201百万円

１年超 11,702百万円

合計 12,904百万円

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあ

りません。 

（減損損失について） 

同左 

 （減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年８月31日） 

 子会社株式で時価のあるもの 

当中間会計期間末（平成19年８月31日） 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末（平成19年２月28日） 

 子会社株式で時価のあるもの 

  
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 9,216 9,303 86 

  
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 9,216 10,226 1,010 



（１株当たり情報） 

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１株当たり純資産額 858円93銭

１株当たり中間純利

益金額 

31円06銭

１株当たり純資産額 985円38銭

１株当たり中間純利

益金額 

46円32銭

１株当たり純資産額 886円67銭

１株当たり当期純利

益金額 

62円77銭

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

当社は、平成18年３月１日付で株

式１株につき２株の株式分割を行っ

ております。 

なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、以下のとおりとな

ります。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

当社は、平成18年３月１日付で株

式１株につき２株の株式分割を行っ

ております。  

なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、以下のとおりとな

ります。  

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資

産額 

466円04銭 

１株当たり純資

産額 

831円89銭 

１株当たり中間

純利益金額 

38円70銭 

１株当たり当期

純利益金額 

70円84銭 

なお、潜在株式

調整後１株当た

り中間純利益金

額については、

潜在株式がない

ため記載してお

りません。 

なお、潜在株式

調整後１株当た

り当期純利益金

額については、

潜在株式がない

ため記載してお

りません。 

 
前事業年度 

１株当たり純資産額 

831円89銭 

１株当たり当期純利益金額 

70円84銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

がないため記載しておりません。 

  
前中間会計期間末 
(平成18年８月31日) 

当中間会計期間末 
(平成19年８月31日) 

前事業年度末 
(平成19年２月28日) 

純資産の部の合計額（百万円） 51,353 62,396 53,011 

純資産の部の合計額から控除する金

額（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間期末（期末）の

純資産額（百万円） 
51,535 62,396 53,011 

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた中間期末（期末）の普通株式の

数（株） 

59,787,654 63,322,112 59,787,654 



２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

当中間会計期間 
(自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日)

前事業年度 
(自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日)

中間（当期）純利益（百万円） 1,857 2,933 3,752 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
1,857 2,933 3,752 

期中平均株式数（株） 59,787,658 63,326,995 59,787,656 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

──────   当社は、平成19年９月３日開催の取

締役会において、飯塚薬品株式会社の

株式を取得して子会社化することを決

議し、同日付で株式を取得しました。

（1）株式取得の目的 

  当社は、2010年ビジョン(2010

年度に店舗数1,000店舗、売上高

3,500億円）の達成に向けて、特

に関東エリアにおいては400店舗

のドミナント網の構築を目標に、

事業展開を推進しております。 

 一方、飯塚薬品株式会社は、埼

玉県及び群馬県を中心に97店舗の

ドラッグストアを有する企業であ

り、地域に密着したドミナント出

店による事業展開を行っておりま

す。 

 当社は、飯塚薬品株式会社と相

互の事業基盤を補完し、相互のノ

ウハウや人材等の経営資源を共

有・享受しながら、グループとし

てのシナジー効果を最大限に発揮

し、事業規模の拡大を図ること

が、両社の企業価値の向上に資す

ると考え、株式取得にいたりまし

た。 

（2）株式を取得した会社の概要 

  商  号 飯塚薬品株式会社 

     代 表 者 代表取締役社長 

       飯塚正志 

 所 在 地 群馬県前橋市日吉町 

     3-36-4 

 事業内容 ドラッグストア 

 資 本 金     259百万円 

 売 上 高  19,881百万円  

      （平成19年４月期） 

（3）株式の取得先 

   飯塚 明：1,764,000株 

   飯塚正志：1,764,000株 

（4）株式取得の時期 

平成19年９月３日 

（5）取得株式数、取得価額及び取得

前後の所有株式の状況 

取得株式数 

3,528,000株(議決権比率85.6％)

取得価額   無償  

異動前の所有株式数 

        0株(所有割合 0.0％) 

異動後の所有株式数 

3,528,000株(所有割合85.6％) 

  当社は、平成18年11月21日開催の取

締役会において、株式会社ジャパン

(以下、同社という。）を完全子会社

とするために会社法第767条の規定に

基づく株式交換契約を締結することを

決議し、同日付で株式交換契約を締結

いたしました。  

 当該株式交換契約の株主総会での承

認は、当社においては、会社法796条

第３項の規定に基づく簡易株式交換に

該当するため省略しております。 

 また、当該契約に基づき平成19年３

月１日に株式交換を実施し、同社を完

全子会社といたしました。 

（1）株式交換の目的 

  同社を当社の完全子会社とする

ことにより、グループとしてより

密接な連携強化を図ると共に、グ

ループとしてのシナジー効果を最

大限に発揮し、事業規模の拡大を

図ることが、両社の企業価値の向

上に資すると判断したためであり

ます。 

（2）株式交換する会社の名称、事業

内容、規模 

① 会社名称：株式会社ジャパン 

② 事業内容：ディスカウントス

トア 

③ 企業規模：資本金6,454百万円

（3）株式交換の方法 

 平成18年11月21日に締結した株

式交換契約に基づき、平成19年３

月１日を株式交換の効力発生日と

して、当社が同社の効力発生日の

前日の最終株主に対して、その保

有する同社普通株式１株につき、

当社普通株式を0.52株の割合をも

って割当交付いたしました。 

 また、当社はこの株式交換に伴

い、普通株式3,542,838株を発行し

当社の資本準備金が6,954百万円増

加しております。  

（4）株式交換の効力発生日 

平成19年３月１日 



(2）【その他】 

平成19年10月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関して、次のとおり決議いたしました。 

（注）平成19年８月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。 

（イ）中間配当による配当金の総額 253百万円

（ロ）１株当たりの金額 4円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成19年11月５日



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（１）臨時報告書 

    平成19年３月８日関東財務局長に提出 

   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書で 

    あります。 

  

（２）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第25期）（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日）平成19年５月25日関東財務局長に提出 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書  

       

    平成18年11月16日  

株式会社スギ薬局      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 水野 信勝  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 水野 裕之  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社スギ薬局の平成18年３月１日から平成19年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年３月１日から平

成18年８月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社スギ薬局及び連結子会社の平成18年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計方針の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準及び貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準が適用されることとなったため、これらの会計基準を適用し中間連結財務諸表を作成して

いる。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

       

    平成19年11月22日  

株式会社スギ薬局      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 水野 信勝  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 水野 裕之  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社スギ薬局の平成19年３月１日から平成20年２月29日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年３月

１日から平成19年８月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社スギ薬局及び連結子会社の平成19年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

追記情報 

  重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年９月３日付で飯塚薬品株式会社の株式を取得し、子会社化し

ている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

       

    平成18年11月16日  

株式会社スギ薬局      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 水野 信勝  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 水野 裕之  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社スギ薬局の平成18年３月１日から平成19年２月28日までの第25期事業年度の中間会計期間（平成18年３月１日から平成

18年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社スギ薬局の平成18年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年３月１日か

ら平成18年８月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計方針の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなった

ため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

       

    平成19年11月22日  

株式会社スギ薬局      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 水野 信勝  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 水野 裕之  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社スギ薬局の平成19年３月１日から平成20年２月29日までの第26期事業年度の中間会計期間（平成19年３月１

日から平成19年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変

動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社スギ薬局の平成19年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年３月１日か

ら平成19年８月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

  重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年９月３日付で飯塚薬品株式会社の株式を取得し、子会社化し

ている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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